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１． はじめに
ニュースは新しさ (newness) をもった情報であり，その普及過程は観念要素
だけから成るイノベーションの普及過程として捉えることができる（青池，
2012）。そして，ニュース普及過程研究では，対人コミュニケーションが重要
な役割を果たすことが繰り返し示されてきた（例えば，Miller, 1945; Greenberg,
1964; Hill & Bonjean, 1964; Gantz, 1983; Mayer et al., 1990など）。Basil & Brown
(1994) は３４のニュース普及研究のメタ分析によって，普及率が高いニュース
ほど対人コミュニケーションによってニュースを知った人の割合が高いことを
示している１）。ニュースの普及過程に大きな影響を及ぼす要因として，あるい
は Katz & Lazarsfeld (1955) 以来のマス・コミュニケーション過程と対人コミ
ュニケーション過程の接合についての関心から，対人情報源からニュースを知
った人の割合や，テレビなどのマス・メディアからニュースを知った人々がそ
のニュースについて他者と話しをしたか否か，ニュースについて何人に話しを
したかなどに注目し，その規定因を明らかにしようとする研究が行われてきた。
そうした中，Basil & Brown (1994) は一般的重要性 (general importance) が高
いニュースほど普及率は高くなり，対人情報源からニュースを知った人の割合
は高くなるが，自分が知ったニュースを他者に話す割合は高くなるとは言えな
いことを明らかにした。そして，ニュースを対人情報源から知ることは偶然性
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に支配されているのに対して，自分が知ったニュース情報を他者に話しをする
ことは制御された行動であり，その二つは分けて考えるべきであると指摘した。
その上で，ニュースについて他者に話しをするという制御された行動に影響を
及ぼすのは個人的重要性 (personal importance)，すなわち個々人がそのニュー
スを重要だとみなすか否かだとした。
また，１９８６年に米国で起きたスペース・シャトル・チャレンジャー号の事
故や２００３年のコロンビア号の事故を報じる悲劇的なニュースを対象とした普
及研究では，感情反応が対人コミュニケーションにおよぼす影響に注目してい
る。例えば Riffe & Stovall (1989) は，チャレンジャー号の爆発事故ニュースを
知ってより動転した人々は，そうでない人々よりも最終的に他者とニュースに
ついて，より話しをしたことを明らかにした。コロンビア号事故のニュース普
及を検討した Ibrahim, Ye & Hoffner (2008) も，悲しみや怒りといったネガテ
ィブな感情反応がニュースに関する対人コミュニケーションと関連しているこ
とを明らかにしている。
報道によって知ったニュースを他者に伝えるという対人コミュニケーション
に注目し，それを規定する要因を検討するこれらの研究の一方で，Gantz, Tren-
holm & Pittman (1976) は，普及過程において対人コミュニケーションが大きな
役割を果たしていることは十分論じられてきたが，なぜ人々がある出来事のニ
ュースを他の人々に伝えるのかについてはほとんど研究されてこなかったと述
べ，対人コミュニケーションの動機に焦点を当てた研究を行っている。研究の
結果，悲劇的なニュースに関する分析を通じて，個人的動機 (personal motiva-
tion) 以上に利他的動機 (altruistic motivation) によって人々にニュースが伝えら
れていたことが明らかになった。すなわち，不安の解消や不協和低減といった
個人的な欲求のためだけでなく，他者の関心や欲求のためにニュースは伝えら
れたというのである。Gantz & Trenholm (1979) は，ニュースを他の人々に伝
える動機についてさらに体系的に検討している。１９のニュース伝達動機を因
子分析した結果，社会的地位の確立，情報欲求や関心欲求の充足，感情の表出，
社会的接触の開始という４種類の動機を見出した。利他的動機（「他の人が関
心があると思ったから」）と個人的動機（「さらなる情報やフィードバックを得
ることができると思ったから」，「自分にとって重要で関心のあることだから」）
はいずれも「情報欲求や関心欲求の充足」として同一の因子にまとまり，被調
査者にとって利他的―個人的動機という区別は明確なものではなかったと述べ
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られている。
これらの研究を受け，Ibrahim, Ye & Hoffner (2008) はより対人コミュニケー
ションの機能面に注目した二つの動機を導入した。すなわち，情報的動機（「他
の人々がそのニュースについて聞いていないと思ったから」「他の人々にもっ
と情報を与えるため」「その出来事についてもっと情報を得るため」）と感情的
動機（「自分の感情を他者に表出するため」「他の人々を慰めるため」）である。
これらの動機とニュースに関する対人コミュニケーションとの関連を検討した
結果，どちらの動機もニュースを他者に伝えることとの関連が見出されたが，
ニュースを話した人の数や話しをした時間については，感情的動機のみが関連
していた。
以上のように，マス・メディアで報道されたニュースを他者へ伝達するとい
う行動の規定要因や，ニュース普及過程における対人コミュニケーションの動
機について多くの知見が蓄積されてきた。しかし，そのほとんどはマス・メデ
ィアによる報道と対面的な対人コミュニケーションを前提としたものである。
今日メディア環境は大きく変わりつつある。報道機関のアウトレットは多様化
し，テレビや新聞といったマス・メディアに加えて，ニュース・サイト，ポー
タルサイト，SNS などインターネットを利用した報道が広く利用されるよう
になってきた。鈴木 (2012) や李・鈴木 (2013) は，ニュースを最初に知った情
報源として，ポータルサイトなどを通じたインターネット上の報道がテレビ報
道に次いで大きな割合を占めていることを報告している。これらは，単にニュ
ースの情報源が増えた，ということを意味するだけにとどまらず，コミュニケ
ーション上の大きな変化を内包している。すなわち，日常的，習慣的なポータ
ルサイトの利用により，人々は様々なニュース・サイト等にアクセスしている
と考えられるが，多くのニュース・サイトにはソーシャルボタンが設置されて
おり，ニュースを知った人がインターネット上で容易に情報共有できる仕組み
になっている。そして，例えば Twitter の「トレンド」や朝日新聞デジタル
(asahi.com) の「ソーシャルランキング」などを見ても，ソーシャルメディアで
のニュース情報共有行動が日常的に一定数なされていると言えそうである。加
えて，対面的なコミュニケーションが原則として家族や友人といった一次集団
における関係の中で行われるのに対して，ソーシャルメディアによるニュース
情報の共有は一次集団の枠をはるかに越えて，不特定多数の人々との間でなさ
れる可能性をもっている。
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今日のメディア環境におけるニュース普及過程では，対面的な対人コミュニ
ケーションとインターネットを利用した個人からのニュース伝達はそれぞれど
のような役割を果たし，どのような要因に規定されているのだろうか。そして
他者にニュースを伝える共有行動の動機はどのようなものであるのだろうか。
本研究ではこれらの点について実証的に明らかにすることを目的とする。
２． 方法
２．１ 調査概要
調査時期：２０１２年１１月１６日～１９日
調査方法：インターネット調査
調査対象：マクロミル社のネットモニターのうち，首都圏（東京・千葉・
埼玉・神奈川）在住で２０歳～３９歳の男女５１６名。このうち，
ニュース出来事発生以前に「このニュースを最初に知った」と
回答したケース２）を除外した５０２名を分析対象とした。
２．２ ニュース出来事
２０１２年１１月１４日（水）午後に実施された国会での党首討論において，野
田佳彦首相（当時）は自民党の安倍晋三総裁（当時）に対し，自民党が衆議院
の小選挙区「一票の格差」是正と定数削減を確約すれば「今週末の（１１月）
１６日に（衆議院を）解散してもいいと思っている」などと発言した。これは，
野田首相が２０１２年８月８日に自民党の谷垣禎一元総裁との会談で約束した
「近いうちに解散」をめぐり，安倍総裁が「約束の期限は大幅に過ぎている。
一日も早く国民に信を問うことを勇気を持って決断していただきたい」と迫っ
たのに対するもので，一連の発言は報道各社により「野田首相１６日に解散表
明」などとして大きく報道された。
本研究では，この「野田首相１６日解散表明」ニュースを対象とし，ニュー
ス情報の普及およびニュースをめぐる対人コミュニケーションについて検討す
る。
２．３ 質問紙の構成および測定尺度
本研究の分析に用いた変数およびその測定方法は以下の通りである。
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（１）ニュース情報源 「テレビのニュース報道番組で」「Yahoo！や livedoor
などのポータルサイトのニュースで」「Twitter でフォローしている個人のツイ
ートで」など，ニュース情報に接触しうる２１の情報源をあげ，「野田首相１６
日解散表明」ニュースを最初に知った情報源を選択してもらった。また，イン
ターネット上でこのニュースを最初に知ったと回答した被調査者には，利用し
た情報通信機器（PC，タブレット端末，フマートフォン，携帯電話，その他）
についても併せて回答を求めた。（２）ニュースを知った時刻 当該ニュースを
最初に知った日時について，日本時間の日付と時刻（２４時間表記）を直接記
入してもらった。（３）ニュース情報共有行動 ニュース情報接触後の共有行動
について，「誰にも伝えていない」，または「家族・友人・知人・同僚などに口
頭で伝えた」「Twitter でこのニュースについてツィートした」など，対面的な
状況での対人コミュニケーション，電話，インターネットを通じたコミュニケ
ーション７項目から複数回答で測定した。（４）ニュース共有行動の動機 Gantz
& Trenholm (1979) が対人コミュニケーションによるニュース共有行動の動機
として見出した項目を参考に，オンライン上のニュース共有行動にも当てはま
るよう表現に配慮した１８項目のニュース共有動機尺度（表４参照）を作成し，
「よく当てはまる」から「全く当てはまらない」までの５点尺度で回答を求め
た。（５）ニュース関心度（「このニュースに関心がある」），ニュース価値評価
（「このニュースは重要だと思った」），政治関心度（「普段から政治に関心をも
っている」「普段から政治ニュースをよく読んだり観たりする」），ニュースに
対する感情反応（「このニュースを知って嬉しいと思った」「怒りを感じた」「悲
しいと思った」「驚いた」「興奮した」「不安に思った」の５項目）に対して，
それぞれ「よく当てはまる」から「全く当てはまらない」までの５点尺度で測
定した。（６）Twitter 利用 Twitter アカウント所有の有無（「１つもっている」
「２つもっている」「３つ以上もっている」「もっていない」），フォロー／フォロ
オワー数（フォローしている，フォローされている，それぞれ「５０人未満」
から「５００人以上」），「野田首相１６日解散表明」ニュースについてのツィート
（「公式リツィートをした」など６項目および「何もツィートしなかった」に対
して複数回答），ニュースのツィート経験３）（普段のニュース・ツィート「よ
くある」から「ない」までの５点尺度）。
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３． 結果
３．１ ニュース普及率の推移
「野田首相１６日解散表明」ニュースを「知らなかった」と回答したのは３７
人（７．４％）で，調査終了時点の累積普及率は９２．６％に達した４）。図１に示し
たように，初期到達率（１４日１６時台まで）５）は２０．５％，累積普及率が５０％を
越えたのは５時間後（１４日１９時台）であった。１５日０時台以降，初めてこの
ニュースを知った人は激減し，１６日０時台以降に初めて知った人はほとんど
いなくなる。ただし，１６日１５時台から２２時台にかけて再び普及率が増加す
る。これは，１６日１５時５０分頃に衆議院が解散し，関連ニュースの報道量が
増加したことに起因すると考えられる。
普及速度に注目すると，初期到達率５０．４％の金正日死亡ニュース（李・鈴
木，2013）よりかなり遅く，１９．１％の６歳未満脳死臓器提供ニュース（鈴木，
2012）と同程度であったことが分かる。また，１時間以内に９０％近くに普及
したケネディ大統領暗殺事件のニュース (Greenberg, 1964) や９０分で９０％に
普及したレーガン大統領暗殺未遂事件のニュース (Gantz, 1983) などには遠く
図１ 野田首相１６日解散表明ニュースの普及
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及ばないものの，例えば９０分で１７．６％がニュースに接触したコロンビア号事
故のニュース (Ibrahim, Ye & Hoffner, 2008) などと近い普及速度であったと言
える。
次に２４時間後の累積普及率を比較すると，金正目死亡ニュース９３．２％（李
・鈴木，2013），６歳未満脳死臓器提供ニュース７９．６％（鈴木，2012）に対し
て，野田首相１６日解散表明ニュースでは７３．５％であった。同程度の普及率が
報告されているニュースとして，カナダ首相ピエール・トルドー結婚のニュー
ス（７５％; Fathi, 1973）や米国の政治家ウォルター・ジェンキンス逮捕のニュ
ース（７２％; Budd, MacClean & Barnes, 1966）などがある (Basil & Brown, 1994)。
３．２ ニュースを最初に知った情報源
今日のメディア環境において，人々はどこからニュースを知るのだろうか。
対面的な対人コミュニケーションとインターネットを利用した個人からのニュ
ース伝達はそれぞれどのような役割を果たすのであろうか。本研究の目的の一
つであるこれらの問いに答えるため，ニュースを知っていた４６５名を対象に，
ニュースを初めて知った情報源についての度数分布表を作成した（表１）。
表１を見ると，テレビから当該ニュースを知ったとの回答が６４．７％を占め
ていることがわかる。午後３時過ぎに発生したニュースであるが，約３分の２
の人々がテレビによってこのニュースを知ったと回答した。続いて，インター
ネットを利用した報道によって知った人が２１．５％であった。このうち約８割
は Yahoo！などのポータルサイト経由でり，約１割は Twitter でフォローして
いる報道機関のツィートや Facebook などで見ている報道機関のニュースフィ
ードによるものであった。そして，家族，友人・知人，同僚などからの対面的
な対人コミュニケーションによって知った人が４．５％，Twitter や Facebook，
メールなどインターネットを利用したコミュニケーションによって知った人が
３．９％，そして新聞によって知った人が３．４％であった。以上のように，「ひと」
による「野田首相１６日解散表明」ニュースの普及は，対面的な状況４．５％，
インターネットを利用したもの３．９％，合わせて８．４％であった。
また，インターネット経由でニュースを知ったと回答した被調査者に，どの
情報通信機器を利用したかについて尋ねたところ，回答のあった１０８名のうち
５４．６％が「パーソナル・コンピュータ (PC)」からであった。「タブレット端
末」との回答はおらず，「スマートフォン」３６．１％，「携帯電話」８．３％，「その
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他」０．９％となった。約半数が PC を利用してニュース情報に接しており，残
りはモバイル機器を利用していた。近年急速に普及しているスマートフォンを
利用してニュースを知った人は４割近くに達していた。
３．３ ニュース情報の共有行動
ニュースを知った後で，どのくらいの人がこのニュースを他の人々に伝えた
のであろうか。また，今日のメディア環境にあって，人々はどのようなコミュ
ニケーション・ツールを利用してニュース情報を共有しているのであろうか。
表２は当該ニュースを知っていた４６５名を対象に，ニュース情報共有行動につ
いて尋ねた結果（複数回答）をまとめたものである。
これによると，「野田首相１６日解散表明」ニュースについて知った後，それ
を誰にも伝えていない人は，ニュースを知っていた人の６７．７％であった。す
なわち，３２．３％は当該ニュースについて何らかの情報共有行動を行なってい
たことがわかる。そして，共有行動のほとんどは，対面的なコミュニケーショ
ンによってなされていた。すなわち，なんらかの共有行動を行なった人は延べ
１５８人で，その約９割，ニュースを知っていた人の３０．５％にあたる１４２名が
表１ ニュースを最初に知った情報源
情報源 度数（％）
テレビ
TV ニュース速報テロップ
TV ニュース報道番組
TV 国会中継
新聞
ラジオ
インターネット（報道機関）
ニュース・サイト
ポータルサイト
Twitter 一報道メディア
Facebook など SNS 一報道メディア
mix にュース
その他
インターネット（個人）
Twitter 一個人
Facebook など SNS 一個人
電子メール・メッセンジャー
その他
家族・友人・知人などから口頭で
その他
３０１（６４．７）
５１（１１．０）
２４８（５３．３）
２（０．４）
１６（３．４）
５（１．１）
１００（２１．５）
５（１．１）
７９（１７．０）
７（１．５）
２（０．４）
２（０．４）
５（１．１）
１８（３．９）
１０（２．２）
３（０．６）
１（０．２）
３（０．９）
２１（４．５）
４（０．９）
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当該ニュースを「口頭で伝えた」と回答したのである。インターネットを利用
したニュース情報の共有行動については，最も多かった「Twitter で」におい
ても１０名（２．２％）にとどまった。
以上のように，当該ニュースを Twitter などのソーシャルメディアで伝えた
人はわずかであった。また，先述したように Twitter や Facebook, mixi などソ
ーシャルメディア通じた個人の投稿でニュースを知った人は計１３名（２．８％）
に過ぎなかったことからも，ニュース普及過程にソーシャルメディアが及ぼす
影響は非常に限定的なものであったと考えられる。しかし，「野田首相１６日解
散表明」ニュースでは，インターネット利用に限らず対面的な対人コミュニケ
ーションによって知った比率も非常に低く，ニュース普及過程におよぼすソー
シャルメディアの影響については今後さらなる検討が必要である。
続いて，ソーシャルメディアの中でも特に Twitter に注目して「野田首相１６
日解散」ニュースに関する個人の発言行動について検討したところ，「自分の
意見や感想」などをツィートした人が一定数存在したようである。被調査者の
うち，Twitter のアカウントを一つ以上所有しているのは２５３名（５０．４％）で
あった。そのうち，５８．９％はフォロワー数が「５０人未満」であるが，「５０人
以上１００人未満」は２０．９％，「１００人以上２００人未満」は１０．７％であった。
「５００人以上」のフォロワーをもっているとの回答も９人（３．６％）いた。そし
て，Twitter アカウント所有者２５３名を対象に，「野田首相１６日解散表明」ニ
ュースについてツィートをしたか尋ねたところ，２３名（９．１％）が何らかのツ
ィートをしたと回答した（図２）。ツィートの種類別に検討すると，「リンクを
含んだツィートをした」８名（アカウント所有者の３．２％），「リンクを含んだ
ツィートに自分のコメントを書いた」１名（０．４％），「公式リツィートをした」
表２ ニュース情報の共有行動
共有行動 (MA) 度数（％）
家族・友人・知人・同僚に口頭で伝えた
家族・友人・知人・同僚にメールで伝えた
家族・友人・知人・同僚に電話で伝えた
Twitter でこのニュースについてツィートした
Facebook でこのニュースについて書き込んだ
mixi でこのニュースについて書き込んだ
その他
１４２（３０．５）
１（０．２）
３（０．６）
１０（２．２）
２（０．４）
０（０．０）
０（０．０）
誰にも伝えなかった ３１５（６７．７）
人はなぜニュースを伝えるのか
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６名（２．４％），「非公式リツィートをした」１名（０．４％），そして１２名（４．７％）
は「自分の意見や感想のみツィートし」ていた。
さらに，普段のニュースに関するツィートの頻度について回答を求めたとこ
ろ，「よくある」２０名（７．９％），「たまにある」８６名（３４．０％）と，アカウン
ト所有者の４割以上が普段からニュースについてツィートしていることが明ら
かになった（図３）。
３．４ ニュース情報共有行動の規定因
今日，ニュース情報の共有行動を規定している要因はどのようなものであろ
うか。他者にニュースを伝える行動に影響を及ぼしていると予想される変数と
して，本研究ではニュース接触時期，ニュース関心度，ニュース価値評価，政
治関心度，ニュースに対する感情反応，性別，年齢に注目した。これらの変数
を独立変数，共有行動の有無を従属変数として，「野田首相１６日解散表明」ニ
図２「野田首相１６日解散表明」ニュースに関するツィートの有無
図３ 普段のニュースに関するツィート頻度
ツィートした
９．１％
ツィート
しなかった
９０．９％
N＝２５３
よくある
７．９％
ない
３５．２％
たまに
ある
３４．０％
あまり
ない
２２．９％ N＝２５３
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ュースを知っていた４６５名を対象にロジスティック回帰分析を実施した。なお，
ニュース接触時期に関しては，ニュースを知った時刻の中央値（１１月１４日１９
時台）を基準に，１４日１９時台までに当該ニュースを知った人々を「早期接触
群」，１４日２０時台以降にニュースを知った人々を「非早期接触群」として分
析を行った。
分析結果を表３に示す。これを見ると，早期にニュースに接触したこと，当
該ニュースへ関心があること，ニュースを知って驚いたこと，そして女性であ
ることがニュース情報の共有行動に対して有意な影響を及ぼしていることがわ
かる。その一方で，このニュースを重要だと思ったか否かや，政治に対して関
心があるか否かは「野田首相１６日解散表明」ニュースの共有行動の規定因と
は言えなかった。
３．５ ニュース情報共有行動の動機
「野田首相１６日解散表明」ニュースはどのような動機で他者に伝えられたの
だろうか。当初は，対面的なコミュニケーションによる共有行動とインターネ
ットを利用した共有行動における動機を比較する計画であったが，ソーシャル
メディアやメールなど，インターネットを利用してニュースを他者に伝えた人
は延べ１３名にとどまったことから，何らかのニュース共有行動をした１５０名
を対象にニュース共有動機について検討することとした。「野田首相１６日解散
変数 B
ニュース接触時期
ニュース関心度
ニュース価値評価
政治関心度（普段から政治に関心）
政治関心度（普段から政治ニュース）
感情反応（嬉しい）
感情反応（怒りを感じる）
感情反応（悲しい）
感情反応（驚いた）
感情反応（興奮した）
感情反応（不安に感じた）
性別
年齢
―．６９９＊＊
０．５６＊
―．０５３
．２０３
―．０７４
―．０５３
．０８２
―．１８４
．３７７＊＊
．１２２
．０１１
．８７３＊＊＊
－．０１７
定数 ４．１２１
*:p<.05，**:p<.01，***:p<.001 Nagelkerke R 2=.224
表３ ニュース情報共有行動に対するロジスティック回帰分析結果
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表明」ニュースを知った後，それを他者に伝える動機は何であったのか。１８
項目のニュース共有行動の動機（表４参照）について平均値を算出した結果，
５点尺度で平均値が３．００以上であった共有行動動機は７項目あった。最も平
均値が高かったのは「他の人もこのニュースに興味をもつと思ったから」とい
う利他的な動機（平均値４．０５，標準偏差０．９８）であった。「他の人がまだこの
ニュースを知らないと思ったから」という利他的動機も，平均値３．１９（標準
偏差１．１３）で，他者に当該ニュースを伝える動機として「あてはまる」方向
に評定されていることがわかった。その他，「関心のあるニュースだったから」
（平均値３．８０，標準偏差０．９１），「私にとって重要なニュースだったから」（同
３．６５，０．９９），「感情を共有するため」（同３．４７，１．０５），「この出来事が起きて
よかったと思ったから」（同３．０７，０．９６），そして「このニュースに対して他
の人がどんな反応をするか知りたかったから」（同３．１９，１．１３）が当該ニュー
スの動機として評価されていた。
次に，ニュースを他者に伝える動機構造を探索的に検討するため，動機１８
表４ ニュース情報共有行動の動機に関する因子分析の結果
因子
Ⅰ Ⅱ Ⅲ
よい印象を与えるため
他の人の考え方を変えたかったから
自分の考えがまとまらなかったから
この出来事が起きて困ったものだと思ったから
その出来事を私が知っていることを示したかったから
ニュースを知ったときにたまたま誰かがそこにいたから
他の人が私と同じようにこのニュースに興味をもつか知りたかったから
このニュースに対して他の人がどんな反応をするか知りたかったから
感情を共有するため
コミュニケーションのきっかけが欲しかったから
他の人がその日の最新ニュースを知っているか確かめるため
さらなる情報やフィードバックが得られると思ったから
自分の意見を示したかったから
私にとって重要なニュースだったから
関心のあるニュースだったから
この出来事が起きてよかったと思ったから
他の人もこのニュースに興味をもつと思ったから
他の人がこのニュースをまだ知らないと思ったから
．７７８
．７４４
．７０４
．５７６
．４６６
．２８２
．２８４
．１６６
．１４７
．３４９
．３６７
．２９３
．３９４
．０６０
．０６２
．１５８
―．２０７
―．０８４
．２１９
．０８１
．２８４
．２４２
．２８７
．２２０
．７１１
．６９１
．５５０
．５０９
．３６９
．４２８
．３４２
―．０４３
―．０２６
．１３１
．２０３
．０８６
．０１０
．０２２
―．０６２
―．０３９
．０６２
．１５６
．１３３
．１４１
．２７９
―．１１１
．０１２
．０８３
．４１８
．８４９
．８４７
．５０４
．３７０
．３３０
説明する分散
寄与率（％）
累積寄与率（％）
２．９９
１６．６３
１６．６３
２．３７
１３．１８
２９．８２
２．２８
１２．６８
４２．５０
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項目に対して因子分析（主因子法）を実施した。主因子解における各因子の固
有値および累積寄与率を総合的に検討して３因子構造と判断し，バリマックス
回転を適用した。得られた因子負荷量を表４に示す。
第１因子は，「よい印象を与えるため」「他の人の考え方を変えたかったか
ら」「自分の考え方がまとまらなかったから」など，ニュース情報を他者に伝
えることを戦略的に利用する「戦略的動機」因子であると解釈できる。第２因
子は，「他の人が私と同じようにこのニュースに興味をもつか知りたかったか
ら」「このニュースに対して他の人がどんな反応をするか知りたかったから」
などの因子負荷量が高く，コミュニケーションを通じて相手の反応をみる「反
応照会動機」因子と命名した。そして第３因子は，「私にとって重要なニュー
スだったから」「関心があるニュースだったから」など，自分自身の関心充足
に関する項目に高く負荷していることから「関心充足動機」因子と命名した。
以上の結果から，自分が知ったニュースを他者に伝えるという共有行動は，潜
在的な３種類の動機によって構成されていることが示された。
４． 考察
本研究は，「野田首相１６日解散表明」ニュースの事例としてニュース普及過
程について分析してきた。特に，ニュースを知った後の行動，すなわち他者に
そのニュースについて話しをするという制御された行動に注目し，その規定因
や動機，Twitter 上のニュースに関する共有行動を実証的に検討した。インタ
ーネットの普及によってニュース情報の入手経路や伝達手段が多様化したこと
を念頭に，ニュース普及過程や情報共有行動においてニュース・サイトやソー
シャルメディアなどが果たす役割について明らかにすることが目的であった。
「野田首相１６日解散表明」ニュースの普及速度は，２０１１年１２月の「金正日
死亡」ニュースよりかなり遅く，２０１２年６月の「６歳未満脳死臓器提供」ニュ
ースと同程度であった。すなわち，「金正日死亡」ニュースの初期到達率５０．４
％，２４時間後の累積普及率は９３．２％に対して，「野田首相１６日解散表明」ニ
ュースと「６歳未満脳死臓器提供」ニュースの初期到達率は共にほぼ２０％，２４
時間後の累積普及率は共に７５％程度であった。そして，「金正日死亡」ニュー
スはテレビからニュースを知った人が約４割，インターネットを利用した報道
から知った人が約３割，そして対面的およびインターネットを通じた対人コミ
人はなぜニュースを伝えるのか
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ュニケーションによって知った人が合計で約２割であった。これに対して「解
散表明」と「臓器提供」ニュースは，ともにテレビからニュースを知った人が
非常に多く（解散表明６４．７％，臓器提供７２．６％），インターネットを利用した
報道が合計で２割前後を占めているのに対し，「ひと」をニュース情報源とし
た比率は対面的なもの４．５％，インターネットを利用したもの３．９％で，合計
しても１割に満たなかった。Greenberg (1964) は普及率が中程度（６８％～８０％）
のニュースでは対人情報源の占める割合は４％程度だと述べているが，本研究
でもそれと合致する結果となった。そして，今日のメディア環境においては，
ソーシャルメディアなどインターネットを利用した「ひと」によるニュース伝
達が積み増しされたかたちになっていた。また，青池 (2012) は，ニュースの
普及過程において，報道機関から人々にニュースが伝えられるマス・コミュニ
ケーション過程は，ニュースを知った人が他者にニュースを伝える対人コミュ
ニケーション過程よりも相対的に重要であると述べているが，本研究において
も報道機関がニュース普及過程において大きな役割を果たしていることが再確
認された。今後，マス・メディアによる報道とインターネットを利用した報道
の利用がどのように推移していくのか，注視する必要があるだろう。
次に，野田首相１６日解散表明」ニュースの共有行動については，ニュース
を知った後に誰かに伝えたという人はニュースを知っていた人の３２．３％を占
め，約３人に１人はこのニュースを誰かに伝えたことが明らかになった。そし
て，この情報共有行動のほとんどは口頭によるものであり，当該ニュースでは
オンライン上のニュース伝達はほとんどみられなかった。しかし，Twitter ア
カウント所有者の約１割は当該ニュースについて発言しており，４割以上は普
段からニュースについて発言していた。ソーシャルメディアでのコミュニケー
ションが活発化するようなニュースはあるのか。今後，多様なニュース事例デ
ータでの検証が必要である。加えて，共有行動の測定方法に関する問題も考え
られる。既述のように，ニュース情報の共有行動は自分が知ったニュース情報
を他者に意図的に伝達する制御された行動を意味している。対面的な状況では，
「相手は特定の１人，もしくは数人」で，「相手がこのニュースを知らないこと
を知り得る」状況が暗黙のうちに想定されている。しかし，ソーシャルメディ
ア，特に Twitter などコミュニケートする相手と必ずしも現実社会での社会的
関係をもっておらず，送り手のメッセージが（不特定）多数に同時にコミュニ
ケートされるツールでは，相手が特定のニュースを既に知っているか否かの判
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断は困難であり，自分の行動が相手にニュース情報を伝達したか否かは明確に
回答できない。「（ニュースを知らない人に）伝えた」という表現を用いて回答
を求めた場合，結果としてそのコミュニケーションによってニュースを初めて
知った人が大勢いたとしても，それを実質的に知り得ない場合肯定的な回答が
しにくいのではないだろうか。ニュースに関する対人コミュニケーションは，
ニュース普及速度や普及率を左右するにとどまらず，ニュース出来事に関する
認知や知識形成にも大きな影響をおよぼすと考えられることから，目的に応じ
た適切な尺度開発が重要になってくるだろう。
ニュースを知った後に誰かにそれを伝えるという行動を規定しているのは，
ニュースへの接触時期，ニュースへの関心，驚いたという感情反応，そして性
別であった。ニュース関心度が共有行動の規定因であった一方で，ニュース価
値評価はそうではなかった。これは，ニュース関心度が個人個人によって異な
るニュースへの関心度評定であるのに対して，ニュース価値評価が「自分にと
って」ではなく「社会にとって」の重要性を問うていると解釈されたためと考
えられる。「野田首相１６日解散表明」ニュースが社会にとって重要であるとい
う判断は，対人コミュニケーションを喚起することはなかった。その一方で，
自分がそのトピックスに対して「個人的な」関心に基づく「重要性」を認めて
いることが，ニュースについての対人コミュニケーションを発生させていたと
考えられる。
そして，「野田首相１６日解散表明」ニュースの情報共有行動の動機として重
要だったのは，「他の人もこのニュースに興味をもつと思ったから」「関心のあ
るニュースだったから」といった自他の興味関心にかかわるものであり，「感
情を共有するため」であった。すなわち，情報を与えるため／得るためという
よりは，他者と関心の高い話題について話し，感情を共有することがニュース
をめぐる対人コミュニケーションの動機となっていた。また，ニュースを他者
に伝える行動の動機構造を探索的に検討した結果，「戦略的動機」，「反応照会
動機」，「関心充足動機」という３因子が見出された。「野田首相１６日解散表
明」という特定のニュース事例において，人はなぜこのニュースを伝えるのか，
その動機を検討したが，Gantz & Trenholm (1979) と同様に利他的動機と個人
的動機という区別は出現しなかった。また，「関心があるニュースだったから」
と「感情を共有するため」は別の因子としてまとまり，異なる動機次元である
ことが示された。インターネットを利用したニュース共有行動と対面的なコミ
人はなぜニュースを伝えるのか
― ―３１
ュニケーションによるニュース共有行動ではその動機が異なるのではないかと
予想していたが，インターネットを利用した共有行動がごく少数であったため，
本研究では検証することが出来なかった。
人はなぜニュースを伝えるのか。ニュース共有行動の動機は，それによって，
ニュース情報の伝えられ方，あるいはニュース情報とともに伝えられる感想や
コメントが変わってくると考えられる点において重要である。ニュース情報の
普及はもとより，普及後のニュースに関する認知に影響を及ぼすと考えられる
からである。今後，さらなる検討が必要である。
注
１） ニュースの累積普及率と対人情報源からニュースを知った人の割合との関係が直線的な
ものであるか否かについては，さらなる検討が必要である。たとえば Greenberg (1964) は，
普及率が高い時と最も低い時に対人情報源からニュースを知った人の割合が高くなるとし
ている。
２）「野田首相１６日解散表明」ニュースは，１４日１５時２０分頃から報道各社によって速報
された。２０１２年１１月１４日１５時から始まった国会における党首討論（国家基本政策委員
会合同審査会 党首討論）はテレビ等で審議中継されたため，ニュース報道以前にリアル
タイムでニュース出来事を知った可能性はあるが，「解散」発言は１５時０１分からの安倍
晋三氏との討論の中でなされたこと，実際の「解散」発言があった時刻を正確に記憶して
いない可能性が高いことを考慮し，１４日１５時台以前にこのニュースを知ったと回答した
１４ケースを分析から除外した。
３） ニュースに関するツィートは，リプライ (reply)，言及 (mention)，リツィート (retweet)，
非公式リツィート，その他の通常リツィートを含むものとした。
４） 調査は１１月１９日まで継続されたが，実際は１７日１８時台に知ったという報告が最後で
あった。また，１７日０時台以降は一人以上の回答がなかったため，図１には１６日２３時
台までの普及データを掲載した。
５） 前述のようにニュース発生時刻は１４日１５時２０分頃である。ニュース接触時刻は１４日
１５時２０分から１５時５９分までと回答したものを１４日１５時台として，１４日１６時００分か
ら１６時５９分までと回答したものを１４日１６時台として，以下同様に集計した。従って，
ニュース発生後２時間の普及率である「初期到達率」は，ここでは正確にはニュース出来
事発生から１４日１６時５９分までに当該ニュースを知った人の比率となっている。
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